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「三田学会雑誌」9 8巻 2 号 （2 0 05年 7 月）

寺 西 重 郎 著

『日本の経済システム』 

岩波書店，2 0 0 3年 1 月，4 2 0頁

I

本書は，「現在きわめて大きな転機に直面」 （2 

頁）している日本経済にとって，「経済システム 

の将来像の設計作業」が不可欠の課題であるとい 

う問題意識から，「その一例としての見取図の作 

成を一定の分析枠組に基づき歴史的視点から行っ

:」（1 1頁）政策提言の書である。

本書は，以下の5 章から構成されている。

第 1 章 本書の目的

第 2 章 経済システムの分析枠組

第 3 章 明治大正経済システム

第 4 章 高度成長期経済システム

第 5 章 システム改革の考え方

本書における分析のフレームワークは，第 2 章

で述べられている。第 1 に，著者によれば，「経 

済システムとは，人々の経済的行動の相互作用を 

制約するルール」（1 5頁）であり，経済システム 

の変化はそれを規定する外生的条件の変化への適 

応過程としてとらえられる。日本の経済システム 

の基本的な外生的条件としては，時間的次元での 

欧米先進国へのキャッチ• アップ工業化，空間的 

次元でのアジアにおける単独の工業化，および思 

想的次元で戦間期以降1980年頃までつづく政府 

介入容認の思想の3 つがあげられる。

第 2 に，経済システムは，政府と市場の関係， 

民間部門の経済システム，および政府と民間のイ 

ンターフェイスの3 つのサブ. システムからなる。

このサブ. システムは，相互に強い補完関係をも 

ち，政治や行政と人々の経済行動の接点として経 

済システムをささえる価値規範のあり方に密接に 

関連している。

第 3 に，経済システムのパーフォーマンスは経 

済的コスト，政治的コストおよび価値規範の強弱 

の 3 点から評価されることである。

こうして第3 章および第4 章で，過去の日本に 

おいて「持続性」をもって存在した2 つの経済シ 

ステム，つまり1900年頃から1920年代半ば頃 

までの「明治大正経済システム」と 1955年体制 

のもとに1980年代半ばまで機能した「高度成長 

期経済システム」のそれぞれについて成立過程， 

メカニズムと成果，および衰退過程が比較対照し 

て議論される。

この2 つの経済システムを前述の3 つのサブ 

システムに対照させると，「明治大正経済システ 

ム」は，市場メカニズムにもとづく経済運営，大 

株主による企業支配と銀行による在来産業金融， 

中間組織としての地域経済圏を結集軸とする地域 

利害の調整システム，また「高度成長期経済シス 

テム」は，規制を中心とする政府介入，日本型企 

業システムと銀行中心の金融システム，業界団体 

と省庁の原局からなる産業利害の調整システムを 

特色とする。しかし，欧米へのキャッチアップが 

終了した1980年代半ば以降，これらの外生的条 

件が基本的に変化し，自己開発による技術や新産 

業の育成による成長への転換，アジア諸国の成長 

による「比較生産費構造を無視したフルセット型 

産業構造の抜本的再構成」（5 頁）の必要性，政府 

介入容認から市場主義への経済思想の変化により 

内生的な経済システムにも調整の必要が生じてき 

ている。

さらに著者は，第 5 章において，「制度設計を 

視野に置いた研究態勢が弱いのではないか」 （394 

頁）という反省に立ち，外生的条件の変化への対 

応と，経済的.政治的コストの引下げや市場主義 

の時代に合致した新しい価値規範についての合意 

形成の必要性という観点から，「現在および過去
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の経済システムの進化経路の延長線上に新しい経 

済システムを構想」（9 頁）する。

その経済システムとは，「明治大正経済システム 

と高度成長期経済システムのハイブリッド型シス 

テム」（1 1頁）である。この経済システムは，政府 

と市場の関係および政府と民間のインターフェイ 

スの2 つのサブ• システムでは，「明治大正経済シ 

ステム」にしたがって「地域経済圏を新たな結集 

軸」（3 6 4頁）とする市場メカニズムを中心とし， 

またもうひとつの民間のサブ• システムでは「高 

度成長期経済システム」を再構成するというもの 

で，全体として「明治大正経済システム」にウェ 

イトをおくシステムである。そして，こうした新 

しい経済システムが機能するためには，各地域が 

多様な個性をもつE U 型の「ニ大政党の交替シス 

テムが不可欠である」（3 8 7頁）と結んでいる。

II

本書のオリジナリティは，著者も指摘している 

通り，日本の経済システムを経済的. 政治的.思 

想的レベルで検討し，歴史的なコンテキストのな 

かで新たな経済システムを展望しようとする点に 

ある。

著者は「あとがき」でみずから「サブ-システム 

の概念構成が弱いこと」や 「具体的な制度設計… 
この部分は一番ラフな部分」である（3 9 4頁）と 

指摘しているが，本書には，理論的•歴史的に経 

済システムを考察する際の基本的な素材がちりば 

められており，かならずしも読みやすいとは言い 

がたいものの，経済史の研究者として考えさせら 

れる点が多く，刺激的な内容であった。また著者 

の専門が金融論であることが本書の魅力をいっそ 

う引き立たせていることは言うをまたないが，同 

時にそれが本書の限界にもなっているように思わ 

れた。

ここでは，個々の議論についての評価というよ 

りも，本書の全体的な分析のフレームワークを中 

心に論じることにしたい。

まず第1 に，本書では，日本の経済システム 

を規定してきた外生的条件が強調されているが， 

全体として対外経済的な視点はきわめて稀薄であ 

る。著者のいう外生的条件とはかならずしも国際 

的な環境を意味するわけではなく，分析のフレー 

ムワーク自体は基本的に国民国家論の延長線上に 

あるといってよい。とくに外生的条件と日本の経 

済システムとの具体的な関係についてはよく理解 

できなかったが，多くの読者が，国際経済システ 

ムの変化や日本の対外貿易関係を十分に考慮せず 

に，はたして日本の経済システムを考えることが 

できるのだろうかという疑問をもつのではないか 

と思われた。

なかでも戦前期における「アジアにおける単独 

の工業化」の議論にしても，最近の経済史研究に 

おいて，日本の工業化がアジア域内貿易.域内分 

業を前提にしてはじめて可能であったことが明ら 

かにされている研究状況を考えるとにわかには首 

肯しがたいし，また著者の強調する日本の「比較 

生産費構造を無視したフルセット型産業構造」 （5 

頁）の規定にしても，機械類など生産手段の輸入 

と原料輸入の両面で日本が自立した産業構造を確 

立できなかったことは，これまでの研究史でもく 

り返し指摘されてきているので，これらの議論に 

対する著者の見解が明確にされてもよかったよう 

に思われる。

「明治大正経済システム」が機能したとされる 

1900年から1920年代半ばにかけての時期は，イ 

ギリスを中心として機能してきた国際金本位制の 

崩壊と再建の時期にあたり，1897年の金本位制の 

確立から1917年の金輸出禁止をへて2 9年の金解 

禁へいたる日本の財政経済政策もこうした国際社 

会への対応をめぐって展開された。また「高度成 

長期経済システム」が機能したとされる1950年 

代半ばから1980年代半ばにかけての時期は，アメ 

リカ. ドルを中心とする固定為替相場制が崩壊し 

て変動為替相場制へ移行する時期にあたり，1960 
年代の日本の高度成長は割安な円為替レートを背 

景としていた。
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このように日本経済が，歴史的にも欧米貿易と 

アジア貿易を軸とする国際的分業を不可欠の前提 

として発展してきたことから考えると，日本の場 

合，分析のフレームワークとして，対外経済関係 

そのものを内生化した経済システムを考える必要 

があるのではないだろうか。そうでないと，著者 

の主張する「アジア諸国と欧米諸国との間に長期 

的な技術的見通しに基づいた国際分業体制を構築 

する」（3 8 2頁）ことや国際的なレベルでの環境. 

公害問題など現在の日本経済が直面している問題 

の解を，新しい経済システムのなかにもとめるこ 

とは難しいのではないだろうか。

第 2 には，銀行のモニタリング機能についての 

著者の過大とも思える高い評価である。著者は， 

第 4 章において国内外の諸議論を丹念に検討し， 

高度成長期のメインバンク•システムや政策金融 

システムは情宰報効率性の面では「おそらく可もな 

く不可もなく機能し」 「経済主体の長期的視野で 

の行動を可能」にした（290〜9 1頁）と評価して 

いる。しかし，キャッチ•アップ終了以降技術の 

不確実性が高まる未知の領域においては，銀行中 

心の金融システムは「新しい産業•技術に関する 

情報生産には必ずしも適合」せ ず （3 0 5頁)，また 

銀行の産業選択能力や変化のはやいスピードに適 

合していないという限界があるために，「政府と 

の間や資本市場との間に適切な役割分担のシステ 

ムを構築する必要がある」（30 9頁）と指摘してい 

るが，世界的な金融自由化の動きにも積極的に対 

応しえなかった銀行に対して，政府介入にかわっ 

て民間経済システムを機能させる主体として，モ 

ニタリングというなかば公的•社会的な機能を期 

待することが可能なのだろうかという疑問をもた 

ざるをえなかった。

1990年代以降の長期にわたる日本経済の停滞 

の原因となった不良債権処理問題や中小企業への 

貸し渋りなどの銀行のパーフォーマンス，さらに 

はパブリック•コーポレーションとしての金融機 

関のモラルの欠如の表面化は，銀行にこうしたモ 

ニタリングの機能を期待することと，銀行の民間

企業としての利益確保•信用保全などの業務とが 

両立しがたいことを物語っているのではないだろ 

うか。銀行のモニタリング能力の欠如を強調する 

議論に対して著者の主張が説得力をもつためには， 

新しい経済システムにおいて，政府が生産した新 

技術や新産業の情報がどのようにして民間部門へ 

伝えられ，銀行のモニタリング機能を補完するこ 

とが可能なのかを明確にする必要があろう。

第 3 に，地域経済圏は「明治大正期経済システ 

ム」において政府と民間のインターフェイスとし 

て重要な役割を演じ，また著者の構想する新しい 

経済システムにおいても，各地域は「新たな結集 

軸」として中央から地方へ財源と権限の大幅な委 

譲により「個性をもった多様な発展方向を追求」 

(3 70頁）するとともに，しかも「中央をモニター 

しコントロールできる」（3 7 0頁）機能を期待され

ている。

しかし，ここで想定されている「地域」の概念は 

かならずしも明確ではない。著者が，システムの 

移行に要する時間とコストの節約を重要視してい 

る （9 頁）ことからすると，既存の都道府県制を前 

提にしているようにも思えるが，行政区画の細分 

化は地域住民の利害と正の相関にあるものの，コ 

スト的には負の相関にあり，当然のことながら行政 

区画そのものの再編もまた必要になってくる。な 

かでも重要な問題は，「明治大正経済システム」に 

おける地方名望家のような地域レベルでのシステ 

ムをになうべき地方リーダーの育成である。市場 

メカニズムによる地域間競争は，地域の活性化に 

つながる一方，比較優位のない地域にとっては逆 

に負担が増加することにもなり，地域がこうした 

重責をになえるまで成長するには，政治的にも経 

済的にも意識的にもまだ時間を要すると思われる。

第 4 に，外生的条件のひとつにあげられている 

ものの，ほとんど議論されていないのが経済思想 

についてである。思想が先か実態が先かは別にし 

て，ある経済理論が選択され，それにもとづいて 

経済政策が採用される時，その背後には何らかの 

経済思想が存在すると考えられる。言いかえれば，
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理論や政策はつねに何らかの価値判断に依拠して 

おり，その意味で経済思想を無視した経済政策の 

決定はありえない。

本書においても，「現実になされる政府介入の 

程度は，実態としての市場の失敗の程度に必ずし 

も正確に対応したものになるとは限らない」ので， 

「実態としての市場の失敗の発生に対して，政府 

がどれだけの介入を行うかは多分に経済思想とそ 

れに基づく政策スタンスに依存する」（2 1 頁）と 

して経済思想の状況と人々の価値判断の重要性が 

指摘され，「明治大正経済システム」においても， 

また「高度成長期経済システム」においても，と 

もに「多くの人々によっていわば自覚的に選択さ 

れてきたシステム」（2 7 頁）であることが強調さ 

れている。

著者の提案する新しい経済システムは，「多く 

の人々に自覚的に選択」されると同時に，「国際的 

に存続可能なシステム」（1 7頁）であるが，I T の 

発展により経済のグローバリゼーシヨンがすすむ

なかで，環境問題をはじめ現代経済が直面する問 

題の多くは，もはや一国の枠をこえて，地球規模 

で対処しなければならない問題になっている。こ 

れまでの世論の合意形成は，国民国家に吸収され 

る普遍的なシステムのなかで行なわれてきたから 

こそ，持続的なシステムでありえたが，著者の主 

張する多元性• 多様性を容認すれば，逆にシステ 

ムとしての求心力は弱まり，「ある期間の持続性」 

をもち，「また人々がその持続性を念頭において 

行動」す る 「局所的安定的均衡として成立したシ 

ステム」（28，39 3頁）ではありえなくなる。その 

意味で，著者の構想する経済システムはもはや経 

済システムとしては機能しえないことになるので 

はないだろうか。

青梆淳 子 （経済学研究科修士課程） 

大神田久美子（経済学研究科博士課程） 

島西智輝（商学研究科博士課程）
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